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議案第１６号  

  

  令和６年度大川市一般会計補正予算（第９号）  

令和６年度大川市一般会計補正予算（第９号）は、次に定めるところによる。  

（歳入歳出予算の補正）  

第１条  歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ 473,509 千円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ

21,501,425 千円とする。  

２  歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表  歳入

歳出予算補正」による。  

  （繰越明許費の補正）  

第２条  繰越明許費の追加は、「第２表  繰越明許費補正」による。  

  （地方債の補正）  

第３条  地方債の変更は、「第３表  地方債補正」による。  

 

令和７年３月３日提出  

                                      大川市長  江  藤  義  行  



第１表                                     　歳  入  歳  出  予  算  補  正

（歳        入） （単位 ： 千円）

款 項

10 地方交付税 4,420,000 152,009 4,572,009

1 地方交付税 4,420,000 152,009 4,572,009

14 国庫支出金 3,535,321 5,300 3,540,621

2 国庫補助金 1,199,853 5,300 1,205,153

15 県支出金 1,492,196 150,607 1,642,803

2 県補助金 334,028 150,607 484,635

18 繰入金 1,402,759 142,140 1,544,899

2 基金繰入金 1,377,078 142,140 1,519,218

19 繰越金 232,529 22,953 255,482

1 繰越金 232,529 22,953 255,482

21 市債 1,696,200 500 1,696,700

補 正 前 の 額 補 正 額 計



（単位 ： 千円）

款 項

1 市債 1,696,200 500 1,696,700

21,027,916 473,509 21,501,425歳 入 合 計

補 正 前 の 額 補 正 額 計



(歳        出） （単位 ： 千円）

款 項

 2 総務費 5,713,013 255,836 5,968,849

 1 総務管理費 5,277,431 255,836 5,533,267

 4 衛生費 1,401,583 2,800 1,404,383

 3 上水道費 40,103 2,800 42,903

 6 農林水産業費 686,965 211,873 898,838

 1 農業費 643,135 211,873 855,008

10 教育費 1,298,545 3,000 1,301,545

 7 保健体育費 224,081 3,000 227,081

21,027,916 473,509 21,501,425

補 正 前 の 額 補 正 額 計

歳 出 合 計



１　追加

事業名

千円

6 農林水産業費 1 農業費 地籍調査事業 211,873

8 土木費 2 道路橋りょう費 道路維持事業 9,130

8 土木費 2 道路橋りょう費 橋りょう維持事業 3,700

9 消防費 1 消防費 消防車両等購入費 23,093

第２表　繰越明許費補正

款 項 金額



1　変更

限度額 起債の方法 利率 償還の方法 限度額 起債の方法 利率 償還の方法

証書借入
又は

証券発行

政府資金

その他

第３表　地方債補正

起債の目的
補正前 補正後

福岡県南広域
水道企業団第
２期耐震化事
業費等負担金

4.0%以内

3,200

千円

3,700

千円

政府資金について
はその融資条件に
より、銀行その他
の場合にはその債
権者と協定すると
ころによる。ただ
し、市財政の都合
により据置期間及
び償還期限を短縮
し、もしくは繰上
償還又は低利に借
換えすることがで
きる。

（ただし、
利率見直し
方式で借入
れる資金に
ついて、利
率の見直し
を行った後
においては
当該見直し
後の利率）

補正前に
同じ

補正前に
同じ

補正前に
同じ



１．総括

(歳　入) （単位 ： 千円）

款

10 地方交付税 4,420,000 152,009 4,572,009

14 国庫支出金 3,535,321 5,300 3,540,621

15 県支出金 1,492,196 150,607 1,642,803

18 繰入金 1,402,759 142,140 1,544,899

19 繰越金 232,529 22,953 255,482

21 市債 1,696,200 500 1,696,700

21,027,916 473,509 21,501,425

歳入歳出補正予算事項別明細書

補 正 前 の 額 補 正 額 計

歳 入 合 計



(歳　出) （単位 ： 千円）

款

 2 総務費 5,713,013 255,836 5,968,849 255,836

 4 衛生費 1,401,583 2,800 1,404,383 500 2,300

 6 農林水産業費 686,965 211,873 898,838 150,607 61,266

10 教育費 1,298,545 3,000 1,301,545 3,000

21,027,916 473,509 21,501,425 150,607 500 322,402

一 般 財 源

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

歳 出 合 計

補 正 前 の 額 補 正 額 計

補 正 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源



２．歳入

(款)  10  地方交付税 (項)  1  地方交付税 （単位 ： 千円）

節   

目

1 地方交付税 4,420,000 152,009 4,572,009 1 地方交付税 152,009 普通交付税

計 4,420,000 152,009 4,572,009

説 明補 正 前 の 額 補 正 額 計
区 分 金 額



(款)  14  国庫支出金 (項)  2  国庫補助金 （単位 ： 千円）

節   

目

1 総務費国庫補助金 581,241 5,300 586,541 1 総務管理費補助金 5,300 物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金

計 1,199,853 5,300 1,205,153

説 明補 正 前 の 額 補 正 額 計
区 分 金 額



(款)  15  県支出金 (項)  2  県補助金 （単位 ： 千円）

節   

目

5 農林水産業費県補助金 79,907 150,607 230,514 1 農業費補助金 150,607 地籍調査事業費補助金

計 334,028 150,607 484,635

補 正 前 の 額 補 正 額 計
区 分 金 額

説 明



(款)  18  繰入金 (項)  2  基金繰入金 （単位 ： 千円）

節   

目

1 財政調整基金繰入金 769,000 142,140 911,140 1 財政調整基金繰入金 142,140

計 1,377,078 142,140 1,519,218

説 明補 正 前 の 額 補 正 額 計
区 分 金 額



(款)  19  繰越金 (項)  1  繰越金 （単位 ： 千円）

節   

目

1 繰越金 232,529 22,953 255,482 1 繰越金 22,953 前年度繰越金

計 232,529 22,953 255,482

補 正 前 の 額 補 正 額 計
区 分 金 額

説 明



(款)  21  市債 (項)  1  市債 （単位 ： 千円）

節   

目

3 衛生債 92,000 500 92,500 3 上水道債 500 福岡県南広域水道企業団第２期耐震化事業費等負担金債

計 1,696,200 500 1,696,700

説 明補 正 前 の 額 補 正 額 計
区 分 金 額



３．歳出

(款)      2  総務費 (項)      1  総務管理費 (単位：千円)

節       

目

 1 一般管理費 996,514 176,291 1,172,805 176,291  3 職員手当等 176,291 退職手当 175,030

会計年度任用職員退職手当 1,261

 6 財産管理費 1,676,416 50,000 1,726,416 50,000 24 積立金 50,000 減債基金積立金

17 諸費 96,213 29,545 125,758 29,545 22 償還金利子 29,545 国県支出金等過年度分返還金

及び割引料

計 5,277,431 255,836 5,533,267 255,836

補正前の額 補 正 額 計

補 正 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一般財源

国県支出金 地 方 債 そ の 他
区 分 金 額

説 明



(款)      4  衛生費 (項)      3  上水道費 (単位：千円)

節       

目

 1 上水道事業費 40,103 2,800 42,903 500 2,300 18 負担金補助 500 福岡県南広域水道企業団第２期耐震化事業費等負

及び交付金 担金

27 繰出金 2,300 水道事業会計エネルギー価格高騰対策繰出金

計 40,103 2,800 42,903 500 2,300

補 正 額 計

補 正 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一般財源

国県支出金 地 方 債 そ の 他
区 分 金 額

説 明補正前の額



(款)      6  農林水産業費 (項)      1  農業費 (単位：千円)

節       

目

 9 地籍調査事業 92,982 211,873 304,855 150,607 61,266  7 報償費 5,832 地区国土調査推進員謝礼

費  8 旅費 194 普通旅費

10 需用費 6,886 消耗品費 6,111

燃料費 262

食糧費 23

印刷製本費 300

修繕料 190

11 役務費 2,730 通信運搬費 1,920

手数料 130

保険料 680

12 委託料 192,396 測量等業務委託料 191,856

地籍図修正業務委託料 540

13 使用料及び 1,497 機器借上料 1,440

賃借料 会場借上料 57

17 備品購入費 1,750 備品購入費 250

車購入費 1,500

18 負担金補助 555 研修会等出席負担金 30

及び交付金 県国土調査推進協議会負担金 495

筑後朝倉地区国土調査事業連絡協議会負担金 30

26 公課費 33 自動車重量税

計 643,135 211,873 855,008 150,607 61,266

補正前の額 補 正 額 計

補 正 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一般財源 区 分 金 額

説 明

国県支出金 地 方 債 そ の 他



(款)     10  教育費 (項)      7  保健体育費 (単位：千円)

節       

目

 3 学校給食セン 163,519 3,000 166,519 3,000 10 需用費 3,000 賄材料費

ター費

計 224,081 3,000 227,081 3,000

金 額
説 明

国県支出金 地 方 債 そ の 他

特 定 財 源
一般財源 区 分

補正前の額 補 正 額 計

補 正 額 の 財 源 内 訳



17 

１　特 別 職

期末手当

職 員 数 報   酬 給   料 （千円） 地域手当 寒冷地手当 共 済 費 合　 計 備　考

年間支給率

（人） （千円） （千円） （月分） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

6,473

3.45

22,553

3.45

6,473

3.45

22,553

3.45

735 735

26,196 210,776 25,237 236,013

735 735735

議　員

26,931 211,511 25,237 236,748

補
　
正
　
前

長　等 4 29,070 26,196 61,739 7,334 69,073

議　員 14 68,280

補　　正　　予　　算　　給　　与　　費　　明　　細　　書

区　　分

給　　　　　　与　　　　　　費

その他の
手　　当 計

補
　
正
　
後

長　等 4 29,070 26,931 62,474 7,334 69,808

議　員 14 68,280

その他の
特別職

計 735

比
　
　
　
較

長　等

58,204

計 1,076 126,484 29,070 29,026

58,204

その他の
特別職

1,058 58,204 58,204

計 1,076 126,484 29,070 29,026

その他の
特別職

1,058 58,204

90,833 17,903 108,736

58,204

90,833 17,903 108,736



２　一 般 職
　 （１）総   括

職 員 数 報　　酬 給　　料 職員手当 小　　計 共 済 費 合　 計

（人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）
(251)
229

(251)
229

※（　）書の人数は、短時間勤務職員（外書き）

管理職手当 扶養手当 期末手当 勤勉手当 時間外勤務 休日勤務手当 夜間勤務手当 地域手当 宿日直手当
手　　　当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）
補 正 後 14,311 29,046 251,518 195,209 69,689 3,456 642
補 正 前 14,311 29,046 251,518 195,209 69,689 3,456 642
比　  較

住居手当 特殊勤務手当 通勤手当 退職手当 児童手当 単身赴任手当 備　　考

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）
補 正 後 16,174 828 12,899 214,122 19,515 156
補 正 前 16,174 828 12,899 38,566 19,515 156
比　  較 175,556

175,556

補　正　前 330,479 949,199 652,009 1,931,687

区　　分

給　　　　与　　　　費

補　正　後 330,479 949,199 827,565 2,107,243

比　　　較 175,556 175,556

備　　  考

383,060 2,490,303

383,060 2,314,747

区　　分

区　　分
管 理 職 員
特別勤務手当

義務教育等
教員特別手当

職
 
員
 
手
 
当
 
の
 
内
 
訳



ア　会計年度任用職員以外の職員

職 員 数 報　　酬 給　　料 職員手当 小　　計 共 済 費 合　 計

（人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）
(14)
227
(14)
227

※この表は、給料をもって支弁される会計年度任用職員以外の一般職の職員（事業費支弁に係る職員を含む。）で予算の積算の基礎となった
　ものについて記載
※（　）書の人数は、短時間勤務職員（外書き）

管理職手当 扶養手当 期末手当 勤勉手当 時間外勤務 休日勤務手当 夜間勤務手当 地域手当 宿日直手当
手　　　当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）
補 正 後 14,311 29,046 212,988 176,940 69,487 3,456 642
補 正 前 14,311 29,046 212,988 176,940 69,487 3,456 642
比　  較

住居手当 特殊勤務手当 通勤手当 退職手当 児童手当 単身赴任手当 備　　考

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）
補 正 後 16,174 828 12,827 212,861 19,515 156
補 正 前 16,174 828 12,827 38,566 19,515 156
比　  較 174,295

職
 
員
 
手
 
当
 
の
 
内
 
訳

区　　分

区　　分

補　正　前

区　　分

給　　　　与　　　　費

1,862,079

比　　　較 174,295 174,295174,295

備　　  考

補　正　後 943,535 769,231 1,712,766 323,608 2,036,374

323,608

管 理 職 員
特別勤務手当

義務教育等
教員特別手当

943,535 594,936 1,538,471



イ　会計年度任用職員

職 員 数 報　　酬 給　　料 職員手当 小　　計 共 済 費 合　 計

（人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）
(237)

2
(237)

2

※この表は、報酬又は給料をもって支弁される会計年度任用職員（事業費支弁に係る職員を含む。）で予算の積算の基礎となった
　ものについて記載
※（　）書の人数は、短時間勤務職員（外書き）

管理職手当 扶養手当 期末手当 勤勉手当 時間外勤務 休日勤務手当 夜間勤務手当 地域手当 宿日直手当

手　　　当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

補 正 後 38,530 18,269 202

補 正 前 38,530 18,269 202

比　  較

住居手当 特殊勤務手当 通勤手当 退職手当 児童手当 単身赴任手当 備　　考

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

補 正 後 72 1,261

補 正 前 72

比　  較 1,261

59,452 453,929

職
 
員
 
手
 
当
 
の
 
内
 
訳

区　　分

区　　分

管 理 職 員
特別勤務手当

57,073 393,216

区　　分

給　　　　与　　　　費

補　正　後 330,479 5,664 58,334 394,477

義務教育等
教員特別手当

比　　　較 1,261 1,261 1,261

備　　  考

59,452 452,668補　正　前 330,479 5,664



（２）給料及び職員手当の増減額の明細

増 減 額
（千円）

職員手当 175,556 その他の増減分 175,556

　退職手当の増減分

　会計年度任用職員の増減分 1,261

174,295

区　　分 備　　 考増 減 事 由 別 内 訳 説　　　　明
（千円） （千円）



千円 千円 千円

補 正 前 の 額 1,643,200 897,248 10,612,722

補 正 額 500 500

補 正 後 の 額 1,643,700 897,248 10,613,222

(3) 補 正 前 の 額 92,000 63,348 709,072

補 正 額 500 500

補 正 後 の 額 92,500 63,348 709,572

合 補 正 前 の 額 1,696,200 1,460,639 15,474,448

補 正 額 500 500

計 補 正 後 の 額 1,696,700 1,460,639 15,474,948

地方債の補正に関する調書

区　　　分
当該年度中増減見込み

当該年度末現在高見込額
当該年度中起債見込額 当該年度中元金償還見込額

１
普
通
債

衛
生


